
株式会社セントラルプラザ 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査対象の概要 

 １ 監査対象団体及び局 

 （１）監査対象団体 株式会社セントラルプラザ 

 （２）監査対象局  財務局 

 ２ 事 業 の 内 容 

（１）事 業 の 概 要 

株式会社セントラルプラザ（以下「会社」という。）は、昭和５８年５月に設立され、主と

して、飯田橋地区第一種市街地再開発事業（東京都施行）により建設されたセントラルプラザ

ビル（店舗、事務所、住宅機能をもった大規模複合ビル）の管理及びショッピングセンター

「ラムラ」（セントラルプラザビル１、２階及び２０階）（以下「ラムラ」という。）の賃貸、

運営を行っている。 

 なお、セントラルプラザビルの概要は、表１のとおりである。 

 

（表１）セントラルプラザビルの概要 

区  分 用      途 
延べ床面積 

   （㎡）
備     考 

店   舗 5,180.37 

このうち、4,227.32 ㎡(会社

所有)及び 888.79 ㎡(賃借)を会

社がショッピングセンター「ラ

ムラ」として運営している。 

事 務 所 12,171.85 
都ほか２団体で区分所有 

うち、都（一般会計分）は、

8,090.26 ㎡を区分所有 

専門職大学院 1,047.69 東京理科大学が区分所有 

ユースホステル 1,721.11 
都が区分所有し、東京国際ホ

ステルとして使用している。 

住   宅 9,526.37 分譲住宅１５４戸 

専有部分 

    計 29,647.39  

駐 車 場 4,425.05 
収容台数１７４台 

（時間貸 ２５０円／３０分等）

その他の共用部分 20,467.01 通路、機械室等 共用部分 

    計 24,892.06  

 

事務棟 

地上 20 階 

地下  2 階 

 

 

 

住宅棟 

地上 16 階 

合      計 54,539.45  
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（２）都 と の 関 係 

都は、資本金４億円のうち、１億２，４００万円（出資率３１％）を出資している。 

 

３ 組   織 

会社は、事務所を新宿区神楽河岸１番に置き、役員９名（代表取締役社長１名、代表取締役常

務１名、取締役５名、監査役２名）（うち非常勤６名）及び従業員１１名で、３部をもって構成

されている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監 査 の 範 囲 

第２６期（平成２０．４．１～平成２１．３．３１）及び第２７期（平成２１．４．１～平成

２２．３．３１）の事業について実施した。 

 

２ 実地監査期間 

（１）財 務 局   平成２２年１０月２６日及び同年１１月４日 

（２）会   社   平成２２年１０月２７日から同年１１月２日まで 
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第４ 監 査 の 結 果 

 １ 経営に関する事項 

事業実績について見ると、ラムラへのテナント入居が第２６期、第２７期とも１００％（４１

店舗）となっているものの、第２７期の家賃収入は、６億３，８５１万余円であり、前期と比べ

て６３０万余円（１．０％）減少している。 

第２７期における経営成績は、営業利益１億８，６４０万余円、経常利益１億３，１８７万余

円、税引前当期純利益１億３，０７７万余円であり、法人税等を調整した当期純利益は７，２４

３万余円となっており、前期と比べて１，８０９万余円（２０．０％）減少している。 

第２７期末における財政状態は、資産合計３５億４，９３３万余円、負債合計２４億１，０１

１万余円、純資産合計１１億３，９２１万余円となっている。 

なお、第２２期に行ったラムラのリニューアルに伴う借入金２０億円の返済等のため、第２３

期から株主配当を行っていない。 

次に、経営環境について見ると、建物老朽化に伴う修繕費増加への対処が予想されること、平

成３０年度まで長期借入金の返済を行わなければならないことなど、資金の確保が重要な課題で

あり、安定的な経営を行うため、将来のリスクを見込んだ経営計画、資金計画を策定し、効率的

な運営に努めていく必要がある。 

また、個人消費が低迷している状況の中、魅力的な催事を展開するなど、ラムラの集客力を高

めてゆくよう経営努力を行う必要がある。 

以上、経営状況について述べてきたが、厳しい経営環境にあるものの、会社の事業は、出資目

的に沿って、適切に運営されていると認められる。 
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第５ 経営状況の概要 

１ 経営状況 

（１）事業実績 

会社は、セントラルプラザビルについて、セントラルプラザビル管理規約により、建物の区

分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第２５条に基づく管理者として、ビルの共

用部分の管理に当たっているほか、自社が区分所有する４，２２７．３２ｍ２に加え、ほかの

区分所有者から賃借した８８８．７９ｍ２をテナントに賃貸してラムラとして運営している。 

ラムラは、第２２期（平成１６年度）に２０周年リニューアル工事を行い、平成１７年４月

にリニューアルグランドオープンしている。 

ラムラのテナント入居状況は、表２のとおり、第２６期、第２７期とも１００％入居（４１

店舗）している。 

 

（表２)ラムラのテナント入居状況 

テナント店舗数 区 分 
第２７期 

（Ａ） 

第２６期 

（Ｂ） 

増(△)減 

（Ｃ＝Ａ－Ｂ）

貸付可能面積 4,799.54 ㎡ 4,799.54 ㎡     0   ㎡

 

４１ 

内 訳 

物販店   ２４ 

飲食店   １４ 

サービス店  ３ 
入居率 100％ 100％       0  ％

    （注）貸付可能面積には、共有部分（通路等）は含まない。 
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 ア 項目別収入実績 

項目別収入実績は、表３のとおりである。 

 

（表３）項目別収入実績                       （単位：千円、％） 

収入区分 第２７期 第２６期 増（△）減 増（△）減率 

家 賃 収 入 ６３８，５１１ ６４４，８１８ △ ６，３０７ △   １．０ 

た ば こ 売 上 げ ４，４２６ ８，６３３ △ ４，２０７ △  ４８．７ 

カ ー ド 手 数 料 ５，８１２ ６，５３７ △ ７２５ △  １１．１ 

受 取 手 数 料 １６，０５１ １６，６１７ △ ５６６ △   ３．４ 

管 理 受 託 料 ９４，３３１ ９７，９２９ △  ３，５９８ △   ３．７ 

工 事 受 託 料 ２，２８４ ２３，８６３ △ ２１，５７９ △  ９０．４ 

駐 車 場 手 数 料 ８，７４７ ８，８７３ △ １２６ △   １．４ 

そ の 他 １０，３１７ １０，４５０ △ １３３ △   １．３ 

合   計 ７８０，４８４ ８１７，７２１ △ ３７，２３７ △   ４．６ 

 

 （ア）家賃収入 

固定家賃部分と売上げに比例した歩合家賃部分とで構成されており、会社の売上げの根幹と

なっている。 

第２７期の家賃収入は、入居率が１００％であったものの、契約店舗の入替えによる固定家

賃部分の減少があったため、６億３，８５１万余円となっており、前期と比べて６３０万余円

（１．０％）減少している。 

 

（イ）たばこ売上げ 

たばこ自動販売機３台を、日本たばこ産業株式会社からの無償貸与により設置している。 

第２７期のたばこ売上げは、平成２０年７月に成人識別ＩＣカード「ｔａｓｐｏ（タス

ポ）」制度が導入されたことが影響したため、４４２万余円となっており、前期と比べて４２

０万余円（４８．７％）減少している。 

 

（ウ）カード手数料 

ラムラのテナントにおいて、利用客がクレジットカードを使用した場合、その売上げに対す

る取扱手数料を収入している。 

第２７期のカード手数料は、ラムラのテナントの売上げが減少したことに伴い、クレジット

カードでの売上げが減少したため、５８１万余円となっており、前期と比べて７２万余円（１

１．１％）減少している。 
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（エ）受取手数料 

ラムラのテナントへレジスター、物置、倉庫、ロッカーを貸し出し、手数料を収入している。 

第２７期の受取手数料は、１，６０５万余円となっており、前期と比べて５６万余円  

（３．４％）減少している。 

 

（オ）管理受託料 

セントラルプラザビルの管理業務として、区分所有者から敷地の維持保全、共用部分の清掃、

空調設備等の保守等を受託している。 

また、専有部分について、都及び都の外郭団体等から、それぞれが入居している専用部分の

清掃等を管理協定等により受託している。 

第２７期の管理受託料は、清掃受託面積が減少したため、９，４３３万余円となっており、

前期と比べて３５９万余円（３．７％）減少している。 

 

（カ）工事受託料 

都との管理協定に基づき、施設補修工事等を受託している。 

第２７期の工事受託料は、前期に消費生活総合センターのレイアウト変更工事等の大規模補

修工事が完成したため、２２８万余円となっており、前期と比べて２，１５７万余円（９０．

４％）減少している。 

 

（キ）駐車場手数料 

区分所有者から、セントラルプラザビルの地下駐車場（１７４台）の管理運営について委託

を受け、手数料として、駐車場売上げの１２％を収入している。 

第２７期の駐車場手数料は、定期利用の契約台数が減少したことにより、駐車場の売上げが

減少したため、８７４万余円となっており、前期と比べて１２万余円（１．４％）減少してい

る。 
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（２）経営成績 

  ア 損益計算書項目の比較増減分析 

第２６期及び第２７期の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。 

第２７期における経営成績は、営業利益１億８，６４０万余円、経常利益１億３，１８７

万余円、税引前当期純利益１億３，０７７万余円であり、法人税等を調整した当期純利益は

７，２４３万余円となっている。 

売上高は、７億８，０４８万余円であり、前期（８億１，７７２万余円）と比較して３，

７２３万余円（４．６％）減少している。これは主に、消費生活総合センターのレイアウト

変更工事及び東京国際ホステルの改修工事の完了に伴い、工事受託料が減少したことよるも

の、並びにラムラの店舗入替えに伴い、家賃収入が減少したことによるものである。 

売上原価は、４億５，４５０万余円であり、前期（４億９，０４６万余円）と比較して３，

５９６万余円（７．３％）減少している。これは主に、工事受託料の減少に伴い、業者への

委託経費が減少したことによるものである。 

この結果、売上総利益は、３億２，５９８万余円であり、前期（３億２，７２５万余円）

と比較して１２７万余円（０．４％）減少している。 

販売費及び一般管理費は、１億３，９５７万余円であり、前期（１億３，４７６万余円）

と比較して４８１万余円（３．６％）増加している。 

この結果、営業利益は、１億８，６４０万余円であり、前期（１億９，２４８万余円）と

比較して６０８万余円（３．２％）減少している。 

営業外収益は、４２万余円であり、前期（１０８万余円）と比較して６６万余円（６０．

９％）減少している。 

営業外費用は、５，４９５万余円であり、前期（６，０６０万余円）と比較して５６４万

余円（９．３％）減少している。 

この結果、経常利益は、１億３，１８７万余円であり、前期（１億３，２９６万余円）と

比較して１０９万余円（０．８％）減少している。 

特別損失は、１１０万余円であり、前期（２０８万余円）と比較して９７万余円（４７．

０％）減少している。 

この結果、税引前当期純利益１億３，０７７万余円から法人税等を調整した当期純利益は、

７，２４３万余円であり、前期（９，０５３万余円）と比較して１，８０９万余円（２０．

０％）減少している。 

なお、第２２期に行ったラムラのリニューアルに伴う借入金の返済等のため、第２３期か

ら株主配当を行っていない。 
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  イ 経営比率等による経営成績の分析 

会社の収益性・効率性を示す経営比率は、表４のとおりである。 

第２６期は、賃料改定により家賃収入が増加したこと及び受託工事収入が増加したことに

より、各項目の比率が前期に比べて改善しており、第２７期は、ほぼ横ばいとなっている。 

  

 （表４）経営比率 

　　　　　　　　　年度
項目

第２３期 第２４期 第２５期 第２６期 第２７期 計算式

事業利益
総資本

営業利益
売上高

売上高
総資本

総費用
総収益

事業利益
支払利息

インタレスト・カバレッ
ジ・レシオ（倍）

2.6 3.2 2.6 3.2 3.5

5.4 5.3総資本事業利益率（％） 3.7 4.5 4.6

23.5 23.9売上高営業利益率（％） 16.9 21.2 21.8

0.23 0.22総資本回転率（回） 0.22 0.21 0.21

84.0 83.3総費用対総収益比率（％） 89.3 87.1 87.1

  （注）事業利益とは、営業利益＋受取利息である。 

 

（３）財政状態 

  ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

第２６期末及び第２７期末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

第２７期末の財政状態について見ると、資産の合計は、３５億４，９３３万余円、負債の

合計は、２４億１，０１１万余円、純資産の合計は、１１億３，９２１万余円となっている。 

資産合計は、前期（３５億９，５８５万余円）と比較して４，６５２万余円（１．３％）

減少している。 

流動資産は、２億４，７６３万余円であり、前期（２億４，８８９万余円）と比較して１

２５万余円（０．５％）減少している。これは主に、現金及び預金が２，４２８万余円増加

したものの、未収入金が１，２６１万余円、繰延税金資産が９２６万余円及び預け金が５７

９万余円減少したことによるものである。 

現金預金の増加をキャッシュフロー（監査事務局試算）で見ると、営業活動により１億９，

８１９万余円の資金を調達し、投資活動に２，９７０万余円、長期借入金の返済など財務活

動に１億４，４２０万円、それぞれ使用している。 

固定資産は、３３億１６９万余円であり、前期（３３億４，６９６万余円）と比較して 

４，５２６万余円（１．４％）減少している。これは主に、建物等の減価償却によるもので

ある。 

負債合計は、２４億１，０１１万余円であり、前期（２５億２，７８６万余円）と比較し
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て１億１，７７４万余円（４．７％）減少している。 

流動負債は、４億１，９８３万余円であり、前期（３億９，９２９万余円）と比較して 

２，０５３万余円（５．１％）増加している。これは主に、未払金が１，８８７万余円減少

したものの、法人税に係る欠損金の繰越控除額がなくなったことにより、未払法人税等が４，

８７３万円増加したことによるものである。 

固定負債は、１９億９，０２８万余円であり、前期（２１億２，８５６万余円）と比較し

て１億３，８２８万余円（６．５％）減少している。これは主に、退職給付引当金が２２６

万余円増加したものの、返済により、長期借入金が１億４，２２０万円減少したことによる

ものである。 

純資産合計は、１１億３，９２１万余円であり、前期（１０億６，７９９万余円）と比較

して７，１２２万余円（６．７％）増加している。これは主に、別表３株主資本等変動計算

書のとおり、当期純利益の発生により、利益剰余金が増加したことによるものである。 

 

  イ 財務比率等による財政状態の分析 

会社の財政状態を示す財務比率は、表５のとおりである。 

第２７期の流動比率が前期に比べて低下しているのは、未払法人税等が増加したことによ

るものである。 

 

（表５）財務比率                         （単位：％） 

    　　

 

 

　　　　年度
項目

第２３期 第２４期 第２５期 第２６期 第２７期 計算式

流動資産
流動負債

自己資本
総資本

固定資産
長期資本

（注）長期資本とは、自己資本＋固定負債である。

105.5固定長期適合比率 104.3 103.7 104.4 104.7

29.7 32.1自己資本比率 21.2 24.0 26.5

62.3 59.0流動比率 65.6 68.8 64.2
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（４）経営環境に関する評価 

    事業の経営環境について、営業活動、財務活動等の観点から確認を行った結果、事業環境及

び事業運営について、次のとおり、留意すべき点が見受けられた。 

 

ア 事業環境及び事業運営について 

会社の売上高は、主に、ラムラの運営に伴うテナントからの家賃収入であり、売上高の８

割近くを占める根幹的な事業である。 

ラムラのテナントについて見たところ、入居率は、１００％を維持しているものの、第２

６期は、売上げ、客数がともに減少しており、第２７期は、客数は増加しているものの、売

上げが減少している。 

会社は、今後、個人消費が低迷している状況の中にあっても、展開している地域物産展な

ど催事の魅力を高め、ラムラの集客力を高めるなどの経営努力を行う必要がある。 

セントラルプラザビルについて見たところ、建築から２６年が経過しているため、今後、

大規模な修繕が必要となり、建物の維持、補修に掛かる費用の増加が見込まれること、加え

て、平成３０年度までラムラのリニューアルに要した費用を返済しなければならないことか

ら、資金の確保が重要な課題である。 

  会社は、建物修繕費など費用の増加を見込んだ、中長期的な経営計画を策定し、安定した

事業運営を図る必要がある。 



（別表１） 比較損益計算書
（単位：円、％）

第２７期 第２６期

（Ｈ21.4.1～Ｈ22.3.31） （Ｈ20.4.1～Ｈ21.3.31） 金　　　額 増減率

金額（Ａ） 金額（Ｂ） （Ｃ）＝（A）-（B）(C)/(B)×100

売上高 780,484,049 817,721,846 37,237,797 △    4.6 △   

売上原価 454,502,081 490,469,183 35,967,102 △    7.3 △   

売上総利益 325,981,968 327,252,663 1,270,695 △     0.4 △   

販売費及び一般管理費 139,574,735 134,763,349 4,811,386 3.6 

営業利益 186,407,233 192,489,314 6,082,081 △     3.2 △   

営業外収益 424,776 1,085,867 661,091 △       60.9 △  

受取利息 76,841 295,772 218,931 △       74.0 △  

その他 347,935 790,095 442,160 △       56.0 △  

営業外費用 54,956,902 60,606,737 5,649,835 △     9.3 △   

支払利息 53,639,409 59,606,737 5,967,328 △     10.0 △  

その他 1,317,493 1,000,000 317,493 31.7 

経常利益 131,875,107 132,968,444 1,093,337 △     0.8 △   

特別損失 1,103,105 2,081,976 978,871 △       47.0 △  

固定資産除却損 1,103,105 2,081,976 978,871 △       47.0 △  

税引前当期純利益 130,772,002 130,886,468 114,466 △       0.1 △   

法人税、住民税及び事業税 48,931,347 290,000 48,641,347         -

法人税等調整額 9,402,267 40,058,289 30,656,022 △    76.5 △  

当期純利益 72,438,388 90,538,179 18,099,791 △    20.0 △  

増（△）減

科　　　　目
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（別表２） 比較貸借対照表
（単位：円、％）

第２７期 第２６期
（Ｈ22.3.31） （Ｈ21.3.31） 金　　　額 増減率
金額（Ａ） 金額（Ｂ） （Ｃ）=(A)-(B) (C)/(B)×100

流動資産 247,634,771 248,893,363 1,258,592 △     0.5 △   
現金及び預金 161,704,523 137,415,120 24,289,403 17.7 
未収入金 56,505,146 69,117,865 12,612,719 △    18.2 △  
商品 1,154,269 589,711 564,558 95.7 
預け金 25,173,530 30,965,285 5,791,755 △     18.7 △  
繰延税金資産 860,412 10,120,671 9,260,259 △     91.5 △  
その他 2,236,891 684,711 1,552,180 226.7 

固定資産 3,301,699,938 3,346,966,275 45,266,337 △    1.4 △   
有形固定資産 3,227,766,913 3,271,437,909 43,670,996 △    1.3 △   

1,100,912,936 1,142,194,166 41,281,230 △    3.6 △   
33,279,500 34,615,350 1,335,850 △     3.9 △   
3,634,577 4,688,493 1,053,916 △     22.5 △  

2,089,939,900 2,089,939,900 0         0
無形固定資産 890,635 923,968 33,333 △        3.6 △   

857,300 857,300 0         0
33,335 66,668 33,333 △        50.0 △  

投資その他の資産 73,042,390 74,604,398 1,562,008 △     2.1 △   
58,480,721 57,900,721 580,000 1.0 
8,000,000 10,000,000 2,000,000 △     20.0 △  
6,561,669 6,703,677 142,008 △       2.1 △   

3,549,334,709 3,595,859,638 46,524,929 △    1.3 △   

2,410,118,959 2,527,865,892 117,746,933 △   4.7 △   
流動負債 419,831,251 399,297,038 20,534,213 5.1 

142,200,000 144,200,000 2,000,000 △     1.4 △   
預り売上金 176,811,496 185,348,262 8,536,766 △     4.6 △   
未払金 37,270,155 56,149,610 18,879,455 △    33.6 △  
未払法人税等 50,110,000 1,380,000 48,730,000         -
未払消費税等 6,197,700 4,812,700 1,385,000 28.8 
前受金 1,145,550 1,145,550 0         0
預り金 861,770 1,046,336 184,566 △       17.6 △  
短期リース債務 734,580 734,580 0         0
賞与引当金 4,500,000 4,480,000 20,000 0.4 

固定負債 1,990,287,708 2,128,568,854 138,281,146 △   6.5 △   
長期借入金 1,146,800,000 1,289,000,000 142,200,000 △   11.0 △  

55,246,833 54,030,449      1,216,384 2.3 
受入敷金保証金 746,006,640 744,834,590 1,172,050 0.2 
長期リース債務 1,775,235 2,509,815 734,580 △       29.3 △  
退職給与引当金 39,064,000 36,799,000 2,265,000 6.2 
役員退職慰労引当金 1,395,000 1,395,000 0         0

1,139,215,750 1,067,993,746 71,222,004 6.7 
株主資本 1,194,462,583 1,122,024,195 72,438,388 6.5 

400,000,000 400,000,000 0         0
利益剰余金 794,462,583 722,024,195 72,438,388 10.0 
利益準備金 56,000,000 56,000,000 0         0
その他利益剰余金 738,462,583 666,024,195 72,438,388 10.9 
別途積立金 663,000,000 573,000,000 90,000,000 15.7 
繰越利益剰余金 75,462,583 93,024,195      17,561,612 △    18.9 △  

評価・換算差額等 55,246,833 △    54,030,449 △    1,216,384 △     2.3 
55,246,833 △    54,030,449 △    1,216,384 △     2.3 

3,549,334,709 3,595,859,638 46,524,929 △    1.3 △   
（注）　有形固定資産の減価償却累計額：第２７期 1,221,173,136円、第２６期 1,182,295,798円

長期前払費用

資産合計
繰延税金資産

什器備品

電話加入権
ソフトウエア

差入敷金保証金等

【資産の部】

土地

建物
構築物

【負債及び純資産の部】

科　　　　目
増（△）　減

負債及び純資産合計

（負債の部）

（純資産の部）

繰延ヘッジ損益

資本金

金利スワップ

１年以内返済予定長期借入金
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　　　　（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

別途積立金 繰越利益剰余金

400,000,000 56,000,000 573,000,000 93,024,195 722,024,195 1,122,024,195 △ 54,030,449 △ 54,030,449 1,067,993,746

90,000,000 △ 17,561,612 72,438,388 72,438,388 △ 1,216,384 △ 1,216,384 71,222,004

別途積立金の積立 90,000,000 △ 90,000,000 0 0 0

当期純利益 72,438,388 72,438,388 72,438,388 72,438,388

株主資本以外の項目の
当期中の変動額 △ 1,216,384 △ 1,216,384 △ 1,216,384

400,000,000 56,000,000 663,000,000 75,462,583 794,462,583 1,194,462,583 △ 55,246,833 △ 55,246,833 1,139,215,750

（別表３）株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計

純資産合計

（単位：円）

評価・換算差額等

第２７期末残高

当期変動額

株主資本合計 繰延ヘッジ損益
評価・換算差額

等合計

第２６期末残高
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